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教皇ヨハネ・パウロ二世の1991年回勅『Centesimus Annus　百周年』第五章　改訂訳
『私達は、国家と市場という両極の間でしばしば窒息死している。a personとしての生命の火を吹き消されている。』

教皇ヨハネ・パウロ二世回勅
（1991年発行）『Centesimus Annus百周年』第五章「国家と文化」

V. 　STATE AND CULTURE
2014.05.21改訂訳rev.3：齋藤旬

44. 　 教皇レオ十三世（在位1878-1903）は、manのspiritual（精神的天上的）活動とtemporal（世俗的地上的）活動という、どちらも欠くことのできない活動のnormalな発展を保障するために、健全な国家理論（theory of the State）が必要であることを承知していました
。それゆえ教皇レオ十三世は、1891年回勅「Rerum novarum　新しい事柄」の一節で、the three powers — legislative, executive and judicial（数陳立法（齋藤補遺：中国語版で数陈立法。legislationとlaw making（立法）とを区別していることに注意。）、行政、司法の三権）による社会の組織化を提示しています。これは当時のChurchの教えにおいては新しい考え方でした
。このようなordering（秩序形成）は、manの社会的本性に関する現実的或る一面の見方を反映したものです。従って、このorderingを実現するためには、all（社会の全構成員）の自由を守ることのできるlegislation（数陳立法）が枢要となります。また、all（社会の全構成員）の自由を守るためには、三権の間につり合いが保たれ、三権および三権の応答責任範囲が、それぞれ固有の領域を互いに越えない状態が望ましいのです。この様な条件が満たされて、「法の支配（rule of law）」が原則となります。この場合、個人のarbitrary will（任意の意志）ではなく、the law（その様にして作られた法）がsovereign（法律的最上権威、中国語版で法律的无上权威）となります。

近代に入って、この考え方は全体主義によって攻撃されました。全体主義は一般にマルクス・レーニン主義的形態をとり、その主張は、「社会の発展の法則を深く知っている人々、即ち、特定の階級に属しその集団的意識の根源（the deeper sources of the collective consciousness）に接している人々は、誤りを犯すことのない人々である。従って、絶対権力の行使をわがものとすることができる。」というものです。更に、全体主義は客体的真理（truth in the objective sense）の否定から生じたものであることをつけ加えなければなりません。もし、transcendent truth（超越的真理）、即ち、それに従うときmanは自らのfull identityを達成するのですが、その様なtranscendent truth（超越的真理）が存在しないならば、peopleの間にjustな関係を保障する確かな原則も存在しないことになります。この場合、個々の階級（class）、group、nation（民族）のself-interest（自分達が欲するまたは関心を寄せる物事）は、互いに対立するものとなることは避けられないことになります。ですから、もし、manがtranscendent truth（超越的真理）を肯定的に認めないなら、そのとき、権力（the force of power）がこれにとってかわり、each personは他者の権利（rights）を顧みず、可能なあらゆる手段を利用して自分のinterests（欲する物事）、自分の意見を通そうとするでしょう。このとき、人々は、自分のselfish（利己的）な目的のためにどれだけexploit（利用）できるかによってのみ、他の人を評価するのです。言い換えれば、近代の全体主義の根は、the human personが持つthe transcendent dignity（超越的尊厳）の否定によって見いだされるのです。 即ち、the human person とは、見えないGodの見えるimage（齋藤補遺：「像」、ラテン語でimago。ちなみに「似姿」、ラテン語でsimilitudoとは異なる概念であることに注意。）であり、それゆえ本性的にrights（齋藤補遺：Godの右（right）の座に着くこと。転じて「権利」。）の主体、即ち、いかなる個人、group、階級、nation（民族）、State（国家）も侵すことのできないrights（権利）の主体であります。この様なthe human person が持つthe transcendent dignity（超越的尊厳）の否定によって、近代の全体主義の根は見いだされるのです。勿論、社会全体（a social body）の多数派であっても、少数派に対して、彼らを孤立させ、弾圧し、搾取し、あるいは絶滅させよう
と企てることによって、彼らのrights（権利）を侵害することは許されません。
45.　全体主義の文化と行動は、the Churchに対する拒絶を含んでいます。歴史を完全なる善へと導くことができると主張して、自らをあらゆる価値の上におく国家や政党は、自分達権力者の意志（the will of those in power）を超越したところに善悪の客体的基準（an objective criterion of good and evil）が存在するという考え方に、我慢ならない（cannot tolerate）のです。なぜなら、その様な基準は、上記の様な状況においては、彼らの行動を裁くために用いられかねないからです。このことは、なぜ全体主義者がthe Churchを滅ぼそうとするのか、あるいは少なくともthe Churchを支配下において、自己のideology装置
にしようとするのか、その理由を説明するものです。

さらに、全体主義国家は、nation（民族）、society、家族、religious groupそして個人までも吸収しようとする傾向があります。これに対しthe Churchは、the Church自らの自由を防衛することによって、manに従うよりもGodに従わなければならないthe human person（使徒言行録5・29参照）を防衛し、家族をはじめ種々のsocial organizations（社会組織）とnationsを防衛しているのです。これら、即ち、the human person、家族、種々のsocial organizations（社会組織）、nations（民族）が皆、それぞれの自律と主権（sovereignty）の領域を享受できるよう、the Churchはこれらを防衛しています。
46. The Churchは、民主主義体制が次に述べる可能性を市民に保障する限り、その価値を認めます。即ち、市民の政治的選択への参加を確かなものとし、自分達を治める者を選びそのaccountability（発信責任）を問い、第二次世界大戦末期の時の様に
必要なときには平和的手段で彼らを交代させる可能性を市民に保証する限り、民主主義体制を評価します。その価値を認めます。ですからthe Churchは、少数者による支配集団が形成され、それが、個人的interestsやideology的目的のために国家権力を奪い取ろうとすることを、決して奨励することができません。
Authentic（真の）民主主義は、法治国家（a State ruled by law）において、the human personに関するcorrectな（rectにされた、即ち、rightと確かめられた）観念に基づいて行われるとき、初めて成立可能となります。真の民主主義が実現するためには、true ideals（真理の理念）に基づいて行われる教育と養成によって個人が成長するために必要となる諸条件を、社会があらかじめ満たしている必要があります。また、参加と応答責任分与（shared responsibility）の構造をつくりだすことを通して、社会の「主体性（"subjectivity"）」が発展するために必要な諸条件を、社会があらかじめ満たしていることも必要です。近年、不可知論と懐疑的相対主義こそが民主主義的政治にふさわしい哲学であり、基本的態度であると主張する傾向がみられます。この主張によれば、the truthを知ることができるあるいは知っていると確信し、その考えを譲らない人々は、民主主義の観点からは信頼できない人々とみなされます。なぜなら、この「譲らない」人々は、truthとは多数派によって決定されるという考え方、あるいは、政治の傾向が異なればtruthも変わってこざるをえないという考え方を、頑として受け入れようとしないからです。しかし、この点に関して、もし政治活動をguideする究極的truthが存在しないなら、ideasやconvictions（信念）は権力の論理によって簡単に操作されてしまうことを知っておく必要があります。歴史が示しているように、価値観をもたない民主主義は、公然と明らかな全体主義、あるいはうわべだけは民主的な全体主義に、簡単に変身してしまうのです。

またthe Churchは、科学的あるいは宗教的であると自称するideologyの名のもとに、その者の考えによりtrueでありgoodであると考える事柄を他人に押しつけるright（権利）を主張する熱狂主義、原理主義（fanaticism or fundamentalism）の危険にも、目を閉ざしていません。Christian truthはそのような種類のものではありません。Christian truthはideologyではありません。従ってChristian faithは、変化する社会・政治的現実を固定した枠組みのなかに閉じこめてしまおうとはしませんし、human生活は歴史において多様な、不完全なしかたで営まれることも認めています。さらに、the personの超越的尊厳を絶えず再肯定(reaffirming)するにあたって、the Churchは常に自由を尊重する考え方をとっています
。

しかしながら、自由が十全な発展を遂げることは、the truth（真理）を受け入れた場合にのみ可能となります。即ち、truthを携えずに地上世界に居れば、自由はその土台を失い、manは激情の暴力にさらされ、公然あるいは隠然たる操作にもてあそばれるのです。The Christianは自由を堅持し、自由に奉仕し、自らの召命（vocation）の宣教使命的本質（missionary nature）に従って、自分が既に知っている所のthe truth(ヨハネ8･31-32参照)を他の人に伝え続けます。The Christianは、生活においてまた個人やnationsの文化において、出合ういかなるfragment of truth（真理の断片）にも注意をはらう一方で、自分のfaithによってまたreason（理性）のcorrect（rectにされた、即ち、rightと確かめられた。中国語版では「正确的」）な使用によってunderstandすることができた全ての事柄を、他者との対話においてハッキリと陳述することを必ず実行します
。
47.　この所起きた共産主義的全体主義や他の全体主義の崩壊、「国家安全保障"national security"」体制の崩壊の後に、今日の私達が目の当たりにしている優勢勢力は--- 勿論、反対のしるしがないわけではありませんが ---、民主主義の理想、しかも種々の人権（human rights）に対する生き生きとした関心を伴った民主主義の理想です。しかしながら、まさにこの理想ゆえに、自国の体制を改革しつつある人々は、人権とは何であるのかを明確に認識し、民主主義に本格的で確固とした（authentic and solidな、つまりsolidarityのある）基盤を与えなければなりません
。種々の重要な人権のなかでも、とりわけ重要な権利として、生命の権利（the right to life）が指摘されなければなりません。生命の権利（the right to life）の主要部分は、以下の諸権利から構成されます。即ち、「子どもが受胎の瞬間から母の胎内で育つ権利」、「子どもが自らのpersonalityの発達を促すために、unitedな、即ち、堅いきずなで結ぼれた家族やmoral環境において生きる権利」、「The truthを探求し知るために、自己の知性と自由とを発展させる権利」、「地球の資源を賢明に使用するworkにshare inする権利と、そのworkによって自分と自分が養っている者達の生計の手段を得る権利」、「自由に家庭を築く権利と、自己の性的特質（sexuality）を応答責任をもって行使することによって子どもをもうけ、養育する権利」、これらの諸権利が、生命の権利（the right to life）の主要部分を構成します。また或る意味において、これら諸権利の源であり、これらを合成できるのは、religious freedom（信教の自由）です。即ち、自分が信じるtruthに従って、自分のtranscendent dignity as a personに対しふさわしく（in conformity）生きる権利という意味での、religious freedomの権利こそ、生命の権利（the right to life）の根源なのです
。

これらの諸権利は、民主主義的な政府形態の国でさえ、つねに十分に尊重されているわけではありません。ここでわたしたちは、堕胎という恥ずべき行為について言及するだけでなく、民主主義そのもののうちにある危機の諸側面についても言及したいと思います。即ち、民主主義はときに、共通善をめざして政策決定する能力を失っているのではないでしょうか。社会において生じるある種の要求は、justice（中国語版では「公义」つまり「公義」。やはり「正義」とは訳していない。）とmoralityの要求に従って検討されるのではなく、たびたび、それらの要求を推し進めるgroupの選挙における影響力や財政力に基づいて検討されます。このように歪んだ政治行動が続けば、不信と無関心が生じ、そのため、その様な国の一般住民は民主主義が悪用されていると幻滅し、政治参加と市民精神が衰退します。この結果、個別のinterestsを共通善という首尾一貫した（coherentな）visionの枠組みのなかに位置づけることが、ますます困難になっていきます。共通善とは、個別のinterestsの単なる合計ではありません。共通善は、これら個別のinterestsをいかにassessmentしintegrationするかにかかっています。このassessmentとintegrationは、さまざまな価値を、衡平を保ちつつ階層化することによって形成されるbasis（the basis of a balanced hierarchy of values）によって進められます。他方、究極的には、この様に共通善を見いだしていくには、the personの尊厳と諸権利のcorrect understanding（中国語版では「正确的了解」）が必要です
。

　The Churchは民主主義的な秩序形成によるlegitimate（地上世界において正当）な自律（the legitimate autonomy of the democratic order）を尊重しています。従って、この制度が好ましい解決策だとか、あのconstitution（政体構成、または憲法。中国語版では「宪法」）が好ましい解決策だとか、表明する資格をもっていません。The Churchが政治秩序に貢献するとすればそれは、the Incarnate Word（受肉したみことば）の神秘の内にそのfullnessが啓示されたthe dignity of the person、これに関するvisionにおいてこそ行われるのです
。
48.　これらの総論的な考察は、経済部門における国家の役割（the role of the State in the economic sector）にも適用されます。経済活動、ことに市場経済の活動は、制度的、法的（juridical）、政治的な空白のなかで営まれることはできません。それどころか、市場経済は、個人の自由と私的所有の保障、そして安定した通貨と効果的なpublic servicesを前提としています。ここに、このような諸条件の安定が、国家の第一のtaskであることが分かります。即ち、このような諸条件を安定させて、workと生産に携わる人々が自己のlaborsの成果を享受し、有能かつ誠実に働こうと思えるように保障することが、国家の第一のtaskです。この安定が欠如し、公僕（public officials）に汚職がはびこり、illegalな行為、あるいは単なる投機目的の行為によって容易にprofits（利潤）があげられるような不当な富の獲得手段が広まることは、発展と経済秩序のもっとも大きな障害の一つです。
国家のもう一つのtaskは、経済部門における人権の行使を監視し、指導することです。ただし、この分野における第一の応答責任は、国家ではなく、社会を構成する個人達、groups、associationsにあります。このことに注意して極論を二つ紹介しますと、一方で、国家が経済活動を全ての面で管理し個人達の自由なinitiativeを制限していないが為に、全市民に直接にthe right to workを保障することが出来ないでいる、という考え方があります。他方で、経済の領域におけるいかなる規制にも反対する人々が主張する様に、この分野において国家は卓越した能力（competence）を何も持っていない、という考え方もあります。ここではどちらの考え方でもなく、むしろ国家は以下の義務（duty）を負っていると考えます。即ち、雇用機会を確保するための条件を整備し、business activitiesが不足している所にはそれを刺激し、また、business activitiesが危機に陥ったときにはそれを支援したりすることによって、business activitiesを支えなければならない義務（duty）を国家は負っていると考えます。
発展をguideしharmonizeする上記のtasksに加えて、国家は、特定の独占企業（monopolies）が発展を遅延させたり阻害したりするときに介入できる、更に強力な権利（right）も持っています。また、或る社会sectorsないし或るbusiness systemsがあまりに脆弱である、あるいは、機能し始めたばかりですぐにはその務めを果たすことができない様な例外的な状況においては、a substitute function（或る代替的な機能）を国家は担うこともできます。共通善に触れる緊急な理由によってjustifyされるならば、この様な補助的介入（supplementary interventions）を行うことができます。ただしこの様な国家による介入は、極力、小規模且つ短時間に抑えるべきです。何故なら、その社会sectorsないしbusiness systemsから本来それらが担うべき役割を恒久的に奪ってしまう、あるいは、経済的自由と市民的自由を損なうほどに、国家による介入が拡大してしまう、そういった危険を回避しなければならないからです。
近年、この様な国家の介入の範囲が大幅に拡大して、新しいtypeの国家、所謂「福祉国家 "Welfare State"」が生み出されるようになりました。この福祉国家が、幾つかのcountries（国）で成立しました。その目的は、the human personにふさわしくない貧困や窮乏を改善することによって、多くのneedsや需要により良く応えることでした。しかしながら、最近の福祉国家の行き過ぎと濫用から、福祉国家を「社会扶助国家 "Social Assistance State"」と呼んで、厳しく批判する動きが生じてきました。この様な社会扶助国家の欠陥や欠点は、国家の本来のtasksを適切にunderstandしていないことから生じます。ここで再び、the principle of subsidiarityが尊重されなければなりません。即ち、上位のcommunityは、下位のcommunityからその機能を奪ってはならないし、そのinternal life（内部生命、内部生活）に干渉してはなりません。むしろ、万が一の時に下位のcommunityを支え、その活動が周囲の他者達とcoordinateできる様に支援すべきです。勿論、絶えず共通善への視座を忘れてはなりません
。
社会扶助国家は、社会に直接介入して、その応答責任（responsibility）を奪うことにより、humanエネルギーの喪失とpublic agenciesの過度の増加をもたらします。これらのpublic agenciesは、奉仕する相手に対する配慮ではなく官僚的な考え方に支配されており、その結果、膨大な支出の増加をもたらします。実際、困窮している人々にclosestに（最も親密に）接し、彼らの隣人として行動しているpeopleこそ、彼らのneedsをもっとも良くunderstandし、満たすことができるのではないでしょうか。更に言えば、或る種の需要を満たすためには、単に物質的なresponseではなく、humanのより深いneedsをも感応できる能力をもってresponseしなければならないはずです。難民、移民、高齢者、病気の人、さらに麻薬中毒者といった援助を必要とする境遇にあるすべての人のことを考えてみてください。これらの人々は皆、必要なcareだけでなく、純粋に兄弟愛的な支えの手を差し伸べる人々がいて、初めて、救済されるのです。
49.　 The Churchは、そのFounderであるChristに授けられた使命（mission）に全幅の信を置いて、絶えず困窮者のなかにあって活動し、決して彼らの自尊心を傷つけたり、単なる援助の対象に軽んじたりするような方法ではなく、むしろ、彼らのdignity as personsを高め、彼らを不安定な状況から救い出す方法で、物質的援助を行ってきました。Godに心から感謝しつつ強調すべきは、the Churchにおいて、このような行動的なCaritas（英語でCharity）がやむことなく実践されてきたことです。実際それは今日も、多岐にわたった要望に応え、めざましい増加を示しています。特に、volunteer workに関しての増進には著しいものがあります。The Churchは、各人が協力してvolunteer workを支え、すすんで参加するよう奨励することによって、この活動を重点的に促進しています。

今日、蔓延している利己主義的精神（individualistic mentality）を克服するためには、a concrete commitment to solidarity and charityが必要です。その典型例は、夫と妻が相互に支え合い異なる世代同士がいたわり合うfamily（家庭）です。この様な家庭をa community of work and solidarityと呼ぶこともできます。しかしこの様な召命（vocation）に、家庭が十分に応えて生きようと決心しようにも、その家庭には国家からの必要な支援も与えられていないし、十分な資源もない、と愕然とするということが間間あります。ですから、家庭の方針づくりを促すだけでなく、家庭を第一の施策対象とする社会政策、即ち、子どもを育て高齢者を世話するために十分な資源と有効な支援手段を家庭に提供し、高齢者が家族から孤立する事態を回避し、世代聞のつながりを強化するような社会政策、これも推進することが喫緊の課題なのです
。

家庭とは別に、他のintermediate communities（齋藤補遺：Partnership等の中間団体、中間的共同体）も重要な役割を果たし、その特有なsolidarityのネットワークに生命（life）を吹き込みます。これらのcommunitiesは、personsから成るrealなcommunitiesとして発展し、社会のfabric（骨組み、編み目）を強化していきます。これら中間団体は、社会が匿名の非persona的（impersonal）な大衆（mass）と化す危険 --- 残念ながら今日しばしば起こっています --- を防いでくれます。即ち、多様なlevelsから成る種々の相互関係（interrelationships on many levels）の内にこそ、a personが生き、社会がより"personalized"されるのです。言い換えれば、私達一人一人（the individual）は今日、国家と市場に代表される両極の間でしばしば窒息死させられているのです。（齋藤補遺：つまり、a personとしての生命の火を吹き消されているのです。）私達一人一人は時として、財の生産者や消費者としてのみ、あるいは国家行政の対象としてのみこの地上世界に存在するように思われています。しかし、社会における私達の生命の究極の目的とは、国家でも市場でもないはずです。なぜならば、私達の生命は本質的に、国家と市場から奉仕を受けるべきuniqueな（かけがえのない唯一無二の）価値を持つからです。この事実を人々は見失っています。根本的に言えば、manの存在は、何にもましてthe truthを探求し、the truthに従って生きようと努め、過去と未来の世代をも含めた対話によってthe truthのunderstandingを深めるためにある
。これは、今日も変わりないことです。
50.　過去と未来の世代も含めた対話による、truth探求のopen search、即ち、世代ごとの探求によりtruthをrenewalしていくこと、これにより、その民族の文化（the culture of a nation）の特徴が引き出されていきます。つまり、長年受け継がれてきた価値の伝統遺産（the heritage of values）に、各世代の若者達は常に戦いを挑（いど）みます。この様な挑戦は、必ずしも破壊やa prioriな拒絶（齋藤補遺：簡単に言えば「食わず嫌い」）を意味しません。むしろ、何よりも、若者達自身の生活の中でこれらの価値を試し、この地上世界での体験による真贋（しんがん）判定（this existential verification）を通して、価値の選別を行うのです。即ち、伝統の中にあり自分達にとっても有効な本質的価値、贋（にせ）や誤りの価値、自分達の時代にふさわしい価値によってもっと上手く代替できる衰退価値、これら三種類に選別し、自分達の価値および価値観を、より現実に適合し、且つpersona的なもの（more real, relevant and personal）としていくのです。

この文脈において、福音宣教も、諸民族の文化に一つの役割を果たすという事実を思い起こすこと（to recall that evangelization too plays a role in the culture of the various nations）は、適切なことです。福音化（evangelization）は、文化を助けてthe truthに向かって前進させ、純化させ、豊かにさせます
。言い換えれば、文化が内向的になり、the truth about manに関して意見の交換や討論を拒絶して、孤立したあり方に固執するとき、その文化は不毛なものとなり退廃へと向かいます。

51.　あらゆるhuman activityは、文化の内に行われ、文化と相互に作用し合います。また、一つの文化が適切に形成されるためには、manがその全てをもって関わる必要があります。即ち、各人（he）が、自分の創造性、知性、地上世界とpeopleとに関する知識、これらを活用しなければなりません。更に、各人が、自己制御、persona的犠牲、solidarityの能力、これらを発揮してすすんで共通善の促進に努めることで、一つの文化が適切に形成されるのです。こうしてmanの心のなかで、第一のもっとも重要なtaskが完遂されるのです。各人が自らの未来の建設にどうかかわるかは、その人が自己とその宿命（destiny）をどうunderstandしているかによって決定されます。このlevelにこそ、truthの文化に対するthe Church固有の決定的な貢献（the Church's specific and decisive contribution to true culture）が見いだされるのです。The Churchは、trueな平和文化に役立つhuman behaviorの発展を促します。他方、個人が群衆（crowd）のなかに飲み込まれ、そのinitiativeと自由とが否定され、その偉大さが紛争と戦争の内に投げこまれるような文化のあり方に反対します。Human societyに対するthe Churchのこの様な奉仕は、Godが地上世界をhumanの手にゆだね、peopleが自らのworkによって地上世界を豊かなもの、より完全なものとするよう命じられたという地上世界の創造に関するthe truthをのべ伝えることによって（by preaching the truth about the creation of the world）果たされます。またthe Churchの奉仕は、the Son of Godがmankindを救い、同時にすべてのpeople一つに結び、互いに応答責任ある者とされたという贖い（あがない）に関するthe truthをのべ伝えることによって（by preaching the truth about the Redemption）果たされます。聖書はわたしたちに、絶えず隣人に対して積極的にかかわるよう語りかけ、all of humanityに対する応答責任を分かち持つよう求めます。

この様なduty（義務）が課される対象は、自分の家族、nation、国家にのみ限られず、all mankindにまで及ぶものです。なぜなら、だれも、human familyの他のメンバーの運命（lot）は自分とは無縁だ、無関係だとは言えないからです。だれも、自分の兄弟姉妹のwell-being（幸せ）に応答責任が無いとは言えないのです。(創世記4･9、ルカ10･29-37、マタイ25･31-46参照)　困っている隣人に注意深く、迅速に心を配ることは、今日新たな伝達手段が開発されpeopleを互いにcloser（より親密）にしてくれたおかげで、ますます容易になりましたが、これは国際紛争を戦争によらずに解決する道を探求するうえでも、きわめて重要です。他方、中小国でさえ手にすることができる恐るべき破壊手段の威力と、全地上世界のpeoplesの間に以前よりも親密（close）なつながりが構築された結果、紛争の影響が、或る地域内にとどまることは非常に難しく、実質的には不可能にさえなっています。

52.　 教皇ベネデイクト十五世（在位1914-1922。ちなみに第一次世界大戦は1914年から1918年）とその後継者は、この様な危険を明確にunderstandしていました
。わたし自身も、最近のペルシャ湾での悲劇的な戦争（1991年）に際して、「戦争を繰り返すな」と叫びました。戦争は繰り返してはなりません。戦争は無垢のpeopleの生命を奪い、殺人のやり方を教え、殺す側のpeopleの生命さえも戦乱のなかに投げこみます。後には恨みと憎しみの爪痕を残します。そして、戦争を引き起こす問題そのものに対してjustな解決を見いだすことが、ますます困難になっていくのです。かつて、各国が私的なあだ討ちや報復というやり方を放棄し、法の支配に道を譲る時代が、ようやっと、訪れました。これがjustなことだと各国が知るに至りました。今日、これと同様に、国際共同体においても同じような前進をもたらすことが、切実に求められています。これがjustなことだと知るべき時が来たのです。さらに、戦争の根源には通常、現実的で深刻な不満の種子が存在することを忘れてはなりません。即ち、peopleを苦しめるinjustices、legitimate（地上世界としては正当）なのに満たされることのない願い、貧困、そして、幾多のpeopleを絶望に陥れる搾取（これが、平和的な手段で自分の運命（lot）を改善する現実的な可能性を奪います）、これらが戦争を生じさせてしまうのです。

まさにこの理由から、平和の新しい呼び名はdevelopment（発展）なのです
。即ち、戦争を回避する集団的応答責任（a collective responsibility for avoiding war）というものが存在します。これは勿論justです。これと連動して、発展を促進する集団的応答責任（a collective responsibility for promoting development）も存在します。このことも自動的にjustなのです。また、個々の社会において、市場の機能を共通善の方向に導くsolidな、つまり、solidarityのある経済を構築することは可能であり且つrightです。勿論justです。これと同様に、国際社会のレベルにおいても国際経済を共通善の方向に導く適切な介入が求められています。このこともjustなのです。そしてこの様な国際的介入の実現のためには、相互のunderstandingと認識を促進し、良心の感受性を高めるために多大な努力が払われなければなりません（a great effort must be made to enhance mutual understanding and knowledge, and to increase the sensitivity of consciences）。これこそ望まれている文化です。この文化は、困窮者達のhuman potentialを信頼し、ひいては、困窮者達がworkを通して自らの境遇を改善する能力、即ち、経済繁栄に積極的に貢献する彼らの能力を信頼する文化なのです。ここで以下のことを忘れてはいけません。即ち、困窮者達が --- individualsの困窮者達もnationsの困窮者達も ---この様な経済繁栄を成し遂げるためには、現実的なopportunities（チャンス）が与えられなければならない、このことを忘れてはいけません。その様な状況をつくりだすためには、発展を促進するための世界的な協調に基づく努力 (a concerted worldwide effort to promote development)が求められますし、そのなかには、現在先進国が享受している所得と権力を犠牲にすることも含まれます
。

上記の様に、現在先進国が享受している所得と権力を犠牲にするならば、恐らく、その確立した生活様式が大幅に変化し、環境資源と人的資源の浪費が抑えられ、この地球に住む全個人と全民族が、これら資源の十分なshare（持分）を得ることができるようになるでしょう。そうなれば更に、今日、国際共同体の周縁部に追いやられているpeopleのworkと文化の成果は、新たな物質的、精神的資源として活用できるようになります。これらの結果として、諸民族および諸国民から成る世界家族全体の人間性全般を向上（enrichment）させることができるに違いないのです。
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